
247弁護士白書　2019年版

4-2 司法関連予算

第 4編　総合法律支援・司法関連予算

　
第
4
編

　日弁連が裁判所、検察庁とともに、我が国の司法の一翼を担う存在であることは言うまでもない。そし
て、司法全体の発展が国家予算の中の司法関連予算に大きく左右されるものであることもまた明らかであ
る。
　以下は、国家予算全体の中で、裁判所関連の予算の占める割合についてまとめたものである。これを見
ると、もともと１％以下という低い割合にとどまっていたものであるが、さらに減少傾向にあることが
わかる。近時は 0.4％を下回る状況が続いている。
　現在、裁判所における審理期間の短縮等が重要課題として議論されているが、そのためには裁判官等の
大幅増員が必要不可欠であり、裁判所関連予算の大幅拡充が求められるところである。
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年　度 裁判所所管歳出予算
（百万円）

国家予算に占める
裁判所予算の割合

国家予算歳出総計
（百万円）

1985 218,392 0.416% 52,499,643

1990 257,404 0.389% 66,236,791

1995 295,048 0.416% 70,987,120

2000 318,666 0.375% 84,987,053

2005 325,949 0.397% 82,182,918

2010 323,178 0.350% 92,299,193

2011 320,022 0.346% 92,411,613

2012 314,665 0.348% 90,333,932

2013 298,878 0.323% 92,611,539

2014 311,058 0.324% 95,882,303

2015 313,097 0.325% 96,341,951

2016 315,300 0.326% 96,721,841

2017 317,703 0.326% 97,454,709

2018 321,211 0.329% 97,712,769

2019 325,574 0.321% 101,457,094

【注】2010年度までは5年置きで表示。

資料4-2-1 裁判所所管歳出予算の国家予算に占める割合の推移

資料4-2-2 裁判所所管歳出予算と国家予算に占める裁判所予算の割合
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　次の表は、司法関連予算のうち、司法修習生手当、修習資金貸与金及び修習給付金（裁判所予算の内訳
の一つ）、検察庁、検察審査費、法律扶助事業費補助金、日本司法支援センター運営費、国選弁護人確保
業務等委託費をまとめたものである。

（単位：百万円）

年　度 司法修習生手当
（※注１）

修習資金貸与金
（※注１）

修習給付金
（※注１） 検察庁（計） 検察審査費

（※注２）
法律扶助事業費
補助金（※注３）

日本司法支援
センター運営費

国選弁護人確保
業務等委託費
（※注４）

2001 5,763 ー ー 104,500 6,092 2,822 ー ー
2002 5,790 ー ー 105,645 6,181 2,983 ー ー
2003 6,387 ー ー 104,524 6,094 3,489 ー ー
2004 6,421 ー ー 103,037 5,972 3,991 ー ー
2005 7,596 ー ー 104,151 5,977 4,493 ー ー
2006 9,149 ー ー 104,041 5,872 2,435 5,980 3,942 

2007 10,030 ー ー 104,884 5,807 ー 10,213 10,093 

2008 10,408 ー ー 104,872 5,958 ー 10,395 9,083 

2009 10,895 ー ー 109,141 341 ー 10,407 15,796 

2010 6,905 ー ー 107,110 378 ー 15,542 15,548 

2011 6,545 2,406 ー 105,881 359 ー 16,554 14,793 

2012 252 6,024 ー 106,377 367 ー 14,351 15,445 

2013 ー 6,402 ー 99,270 338 ー 12,628 15,686 

2014 ー 5,657 ー 106,610 333 ー 14,607 16,429 

2015 ー 5,149 ー 107,771 325 ー 14,770 16,110 

2016 ー 4,725 ー 108,044 319 ー 14,522 16,067 

2017 ー 2,873 1,152 109,266 319 ー 14,807 15,478 

2018 ー 1,016 3,362 110,629 314 ー 14,780 16,490 

2019 ー 1,015 3,363 112,443 298 ー 14,902 16,613 

【注】1．�司法修習生手当、修習資金貸与金について、従前、司法修習生に対し、国が給与を支給する制度（給費制）が採られ
ていたが、裁判所法の一部を改正する法律（平成 16年法律第 163号）により、2010年 11月１日から修習資金
を貸与する制度（貸与制）への移行が決定した。なお、前記法律の施行後に国会で成立した裁判所法の一部を改正す
る法律（平成22年法律第64号）により、2011年 10月 31日までの間は貸与制の実施が停止されたため、同日
までに採用された司法修習生については従前どおり給与が支給され、2011年 11月１日以降に採用された司法修習
生については、修習資金が貸与されている。従って、司法修習生手当は2012年度限りとなっている。なお、裁判所
法の一部を改正する法律（平成29年法律第23号）により、2017年 11月１日から司法修習生に対して修習給付
金が支給されることとなった（修習資金の貸与も併存となっている）。

　　 2．�検察審査費について、従前、「検察審査会」として計上されていたが、予算構成が見直されたため、2009年度以降、
職員の人件費等を除く検察審査業務に必要な経費を「検察審査費」として計上することとなった。

　　 3．�法律扶助事業費補助金について、2006年度は上半期（４月～９月）分の予算額であり、下半期（10月～３月）分
については、日本司法支援センターの運営費交付金から拠出されている。なお、法律扶助事業費補助金は2006年度
限りの経費である。

　　 4．�国選弁護人確保業務等委託費は、日本司法支援センターが、国からの委託に基づき、国選弁護人、国選付添人及び国
選被害者参加弁護士になろうとする弁護士との契約、国選弁護人候補等の指名及び裁判所への通知など、国選弁護人
及び国選付添人の選任並びに国選被害者参加弁護士の選定に関する事務のほか、国選弁護人、国選付添人及び国選被
害者参加弁護士に対する報酬等の支払いを行うための費用。

資料4-2-3 司法関連予算の推移


